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１．科学技術の成果実装の隘路（一般的委託費の例）

研究開発段階 実証段階

実用化/普及段階

課題設定

文部科学省等

 
研究開発部局

研究開発機関

（大学、研究独法、
企業等）

他省庁国研

出口側関係機関

研究課題管理

提案 研究開発の実施／試作品の製作

研究開発テーマ

 
選定・公募・採択

実用化 市販／輸出市販／輸出

調達調達

研究開発期間

専門的知見のアドバイス

実証試験の実施

専
門
家
の
助
言
等

専門家の助言は得るが、

 
出口側関係機関との組

 
織的な連携は、必ずしも

 
十分でない。

政府の研究開発

 
成果と政府調達は

 
必ずしも連携して

 
いない。

既存技術からの

 
採用がベース

ボランタリー

 
ベースの協力。
他省庁参画のイ

 
ンセンティブが
不在。 成果実装の死の谷成果実装の死の谷

成果が現場につながりにくい。

・出口側のニーズとのずれ。
・新規性が高いものへの投資
リスク。

従来の研究開発プロジェクトの

 
主な取組範囲

取組の改善取組の改善
が必要！が必要！
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２．科学技術の成果実装の隘路解消のための努力
（安全・安心科学技術プロジェクトにおける生物剤検知技術開発の例）

研究開発段階 実証段階

実用化/普及段階

課題設定

文部科学省等

 
研究開発部局

研究開発機関

（大学、研究独法、
企業等）

他省庁国研
（科警研、防衛技本）

出口側関係機関

（警察庁、国交省
空港・鉄道事業者
保安事業者

 

等）

研究課題管理

提案 研究開発の実施／試作品の製作

研究開発テーマ

 
選定・公募・採択

実用化 市販／輸出市販／輸出

調達調達

他の行政機関等
安全保障貿易管理

研究開発期間

基準、認証等の検討／策定

空港、鉄道での実証試験

専
門
家
の
助
言
等

研究開発と併行した働きかけ

既存技術からの

 
採用がベース

専門的知見のアドバイス・擬剤の提供

隘路解消に向けた従来の取組。

関係府省による連携のための会合等関係府省による連携のための会合等

関係府省との情報共有、

 
重複排除などの研究調

 
整が主。
出口側機関との協力のイ

 
ンセンティブが不十分。

成果実装の死の谷成果実装の死の谷
研究開発出口でのサポー

 
トが依然として十分でない。

現状の取組現状の取組
の限界！の限界！

政府の研究開発

 
成果と政府調達は

 
必ずしも連携して

 
いない。

研究者の実装に

 
向けた各種取組

 
への支援メニュー

 
は少ない。
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３．米国国土安全保障省（３．米国国土安全保障省（DHSDHS）の取組の例（その１））の取組の例（その１）

○米国国土安全保障省（○米国国土安全保障省（DHSDHS）では、以下の６つの科学技術分野について重点的な研究開発を実施。）では、以下の６つの科学技術分野について重点的な研究開発を実施。
研究開発は、研究開発は、Basic Research (> 8 years)Basic Research (> 8 years)、、Innovative Capabilities (2 to 5 years)Innovative Capabilities (2 to 5 years)、、
Product Transition (0Product Transition (0--3 years)3 years)、というフェーズ毎に研究開発のサポートを実施。、というフェーズ毎に研究開発のサポートを実施。

爆発物対策
航空セキュリティ、大量輸送機関のセキュリティ、携帯型地対空ミサイル対応

化学剤・生物剤対策
化学剤・生物剤対策の研究開発、脅威累計化、運用、農作物防護、

生物剤監視、対応と復興

コマンド、コントロール、相互運用性
情報管理・共有、状況認識、相互引用性・互換性、情報セキュリティ

国境管理、海上保安
国境、海上、貨物に関するセキュリティ

ヒューマン・ファクター
テロリストの行動分析、事象への人的対応、生体認証

インフラ防護、地球物理学
全脅威に対する重要インフラ防護、地域問題、国及び地方の対応
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３．米国国土安全保障省（３．米国国土安全保障省（DHSDHS）の取組の例（その２））の取組の例（その２）

○特に、短期間での実装を想定している製品開発○特に、短期間での実装を想定している製品開発

 

Product Transition (0Product Transition (0－－3 3 年年))では、関係者間の協力では、関係者間の協力

 
の枠組みであるの枠組みである

 

共同製品化チーム共同製品化チーム

 

Integrated ProductIntegrated Product Teams (Teams (IPTsIPTs))を設置し、技術利用者のを設置し、技術利用者の

 
ニーズ、プライオリティを特定して、求められる課題の解決にダイレクトに答えられる研究開発を実施。ニーズ、プライオリティを特定して、求められる課題の解決にダイレクトに答えられる研究開発を実施。

現在、以下の１２の領域について現在、以下の１２の領域について

 

IPTsIPTs を設置し、取り組んでいる。を設置し、取り組んでいる。
1.1. 国境警備国境警備, 2. , 2. 貨物の安全貨物の安全, 3. , 3. 化学・生物剤防衛化学・生物剤防衛, 4. , 4. 情報セキュリティ情報セキュリティ, , 
5. 5. 運輸保安運輸保安, 6. , 6. 手製爆発物対策手製爆発物対策, 7. , 7. 事態対応事態対応, 8. , 8. 情報共有情報共有
9. 9. インフラ保護インフラ保護, 10. , 10. 相互運用性相互運用性, 11. , 11. 海上保安海上保安, 12. , 12. 人のスクリーニング人のスクリーニング

Chem/Bio Defense IPT （化学・生物剤防御

 
共同製品化チーム）の例

研究開発の取組の例研究開発の取組の例

・・

 

新しい生物学的脅威の検出システム。新しい生物学的脅威の検出システム。

・・

 

動物動物疫病のブレイクアウトを検出し、緩和する疫病のブレイクアウトを検出し、緩和するツール。ツール。

・・

 

屋外、屋内での特定を可能とする屋外、屋内での特定を可能とする国家規模国家規模のの検出検出システムシステム

（例えば、主要な交通ハブ施設、重要インフラ施設）（例えば、主要な交通ハブ施設、重要インフラ施設）

共同製品化チームによる開発の最適化共同製品化チームによる開発の最適化

・・

 

DHSDHSの保健部門（の保健部門（OHAOHA）とインフラ保護部門（）とインフラ保護部門（IPIP）が共同でとりまとめ）が共同でとりまとめ

・・

 

DHSDHS他部門の実務者の参加他部門の実務者の参加

・・

 

IPTIPTプロセスの最初の一年でプロセスの最初の一年で5050以上の技術課題を抽出（以上の技術課題を抽出（0707年度）年度）
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３．米国国土安全保障省（３．米国国土安全保障省（DHSDHS）の取組の例（その３））の取組の例（その３）

○○

 

IPTsIPTs の枠組みを通じて、技術利用者のニーズ・仕様を反映した研究開発の成果は、技術利用機関にの枠組みを通じて、技術利用者のニーズ・仕様を反映した研究開発の成果は、技術利用機関におお

ける調達とも連携し、円滑な実装が図られている。ける調達とも連携し、円滑な実装が図られている。

○○ 研究開発段階において、研究開発部局と技術利用者側で、開発目標、製品の仕様等を明確化し、期待さ研究開発段階において、研究開発部局と技術利用者側で、開発目標、製品の仕様等を明確化し、期待さ

れたれた成果が得られた場合の調達について事前に文書で合意することにより、効率的な研究開発と計画的成果が得られた場合の調達について事前に文書で合意することにより、効率的な研究開発と計画的

な調達の両面で効果を上げている。な調達の両面で効果を上げている。

市民権入国管理局市民権入国管理局
運輸保安局運輸保安局

連邦緊急事態管理庁連邦緊急事態管理庁

税関・国境警備局税関・国境警備局

入国管理・税関警備隊入国管理・税関警備隊

沿岸警備隊沿岸警備隊

シークレットサービスシークレットサービス

上記主要７組織で上記主要７組織で20072007年度年度DHSDHS科学技術予算の科学技術予算の8585％以上を占める％以上を占める

DHSDHS科学技術関連科学技術関連

 
主要政府機関主要政府機関



安全・安心科学技術の取組安全・安心科学技術の取組

具体例（事態別）：具体例（事態別）：

テロリズム、重大事故、大規模自然災害、新興・再興感染症、テロリズム、重大事故、大規模自然災害、新興・再興感染症、

 
食品安全問題、情報セキュリティ、各種犯罪対策、等食品安全問題、情報セキュリティ、各種犯罪対策、等

社会実装の場社会実装の場

課題：
・運用側のニーズに適した研究開発
の不在。（装備費、整備費の限界：
既存技術がベース、民間まかせ、
大学等との共同研究が困難等）

・課題解決に先端的科学技術を活用
するという指向ができにくい現状。

課題：
・運用側との連携のための資金的手段
はない。

・研究開発成果の実装へのつなぎ部分
の施策の不在。（民間まかせ）

・参入リスクが高い分野での民間参入を
促すインセンティブの不在。

従来、科学技術の出口にいたユーザーサイドと研究開発の初期段階から共働し、
国民の安全・安心確保に求められる科学技術の推進と成果の実装を国が主導

・・科学技術の出口科学技術の出口側のニーズを出発点とした研究開発の取組、関係機関との連携の促進（連携の側のニーズを出発点とした研究開発の取組、関係機関との連携の促進（連携の
インセンティブ強化、実装に向けた各段階でのサポートの強化）インセンティブ強化、実装に向けた各段階でのサポートの強化）
・成果の実装に向けた柔軟で総合的な支援（出口側機関の行政ニーズに沿った取組への支援、・成果の実装に向けた柔軟で総合的な支援（出口側機関の行政ニーズに沿った取組への支援、

実証試験の実施、技術的な基準の検討、国際協力の推進等）実証試験の実施、技術的な基準の検討、国際協力の推進等）

従来の連携方法

 
では限界がある。

安全・安心社会実現に向けた行政ニーズと技術ギャップの解消安全・安心社会実現に向けた行政ニーズと技術ギャップの解消

６

４．科学技術の成果を現場につなげる新たな取組の強化（その１）

国民の安全・安心を確保する行政機関の取組国民の安全・安心を確保する行政機関の取組

取組の事例：国民の安全・安心の確保のための科学技術の活用取組の事例：国民の安全・安心の確保のための科学技術の活用

（治安、国境管理（海保・関税・入管）、電子政府、医療、（治安、国境管理（海保・関税・入管）、電子政府、医療、

健康、公衆衛生、防災・災害対応のための取組等）健康、公衆衛生、防災・災害対応のための取組等）

研究開発の成果を現場につなげる取組の強化
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４．科学技術の成果を現場につなげる取組の強化（その２）

研究開発段階 実証段階

実用化/普及段階

課題設定

文部科学省

研究開発機関

（大学、研究独法、
企業等）

他省庁国研
（科警研等）

出口側関係機関

（警察庁、国交省
空港・鉄道事業者
保安事業者

 

等）

研究課題管理

提案 研究開発の実施／試作品の製作

研究開発テーマ

 
選定・公募・採択

市販／輸出市販／輸出

調達調達

他の行政機関等
安全保障貿易管理

ニーズの提示
開発目標の
明確化

従来の研究開発プロジェクトの

 
主な取組範囲

隘路解消に向けて追加的に支

 
援する範囲

追加的な支援で可能になる
出口側関係機関の取組

調達時期、調達時期、

 
仕様等への仕様等への

 
反映反映

出口側機関を含んだ研究開発推進チーム等を設置して課題管理を実施出口側機関を含んだ研究開発推進チーム等を設置して課題管理を実施

働きかけ

研究開発期間

（テロ・爆発物に関する専門的知見、
爆発物・擬剤の提供、試験、評価の実施など）

技術運用のための調査研究
（海外調査・協力含む）

基準、認証等の検討／策定

製
品
化
・
普
及
の
加
速

輸
出
許
可
の
明
確
化

実証試験への協力

基準の検討等の取組

（例えば、今後、危険物・爆発物遠隔検知技術開発を行う場合に想定されるケース）

仕様、性能要求等の明確化
研究開発への助言

基準の検討等

技術動向に係る国際調査／共同研究開発（米・英など）

空港、鉄道での実証試験

成
果
実
装
の
環
境
整
備

研究開発に対する

 
出口側機関の各段

 
階での取組の強化

専
門
家
の

助
言
等

実証技術の評価
（海外調査・協力含む）

実用化

死
の
谷
の

死
の
谷
の

緩
和
緩
和

テーマ選定段階から

 
出口側機関を巻き込

 
んだ協力の枠組み※

現場につながる成果

 
創出のための柔軟か

 
つ総合的な支援

出口側機関の行政

 
ニーズに対応した取

 
組への支援によるイ

 
ンセンティブの向上

※

 

分野のニーズに応じて既に他の予算で実施されている研究開発課題の外側を追加的に支援することもありえる。



５．科学技術の成果から実装までを国が主導５．科学技術の成果から実装までを国が主導
すべき科学技術の領域の考え方すべき科学技術の領域の考え方

安全・安心科学技術の対象安全・安心科学技術の対象
具体例（事態別）：具体例（事態別）：

テロリズム、重大事故、大規模自然災害、新興・再興感染症、食品安全テロリズム、重大事故、大規模自然災害、新興・再興感染症、食品安全

 
問題、情報セキュリティ、各種犯罪対策、等問題、情報セキュリティ、各種犯罪対策、等

研究開発の成果を現場に研究開発の成果を現場に

 
つなげる取組が必要なものつなげる取組が必要なもの

○国民の生命財産保護のため○国民の生命財産保護のため

に重要な科学技術に重要な科学技術

○国産技術が望ましい科学技術○国産技術が望ましい科学技術

・国内ニーズへの柔軟な対応の・国内ニーズへの柔軟な対応の

必要性等必要性等

・技術の海外依存による制限の・技術の海外依存による制限の

排除排除

○民間主導では普及が難しい○民間主導では普及が難しい

科学技術科学技術

安全・安心科学技術安全・安心科学技術

８

防衛技術防衛技術 両用技術両用技術

例：例：

ミサイル、戦車、ミサイル、戦車、

 
その他兵器その他兵器

例：例：

生物剤検知生物剤検知
センサーセンサー

特殊防護服特殊防護服

等等

例：例：

テロ対策技術テロ対策技術

犯罪捜査支援技術犯罪捜査支援技術

防災情報システム防災情報システム

情報セキュリティ基盤技術情報セキュリティ基盤技術

新興・再興感染症対策技術新興・再興感染症対策技術

遠隔診断・健康管理技術遠隔診断・健康管理技術

社会インフラ管理技術社会インフラ管理技術

安全・安心確保のための基盤的社会技術安全・安心確保のための基盤的社会技術

 
等等

市場原理に基づく実装が適当な技術。市場原理に基づく実装が適当な技術。

市場が大きく、民間の投資が多い技術。市場が大きく、民間の投資が多い技術。

等等
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